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標準原価計算の差異分析と原因分析
一 管理情報の連携機能一

の

上 総 康 行

1

皿

皿

も く じ

標準原価計算無用論 の登場

標準原価計算 の下で の原価管理 プロセス と原価 差異分析

差異分析 と原 因分析 を連携す る管理情報

標準原価計算 の 「議論誘発」機能

貰 標準原価計算無用論の登場

ご く最 近 まで,「 管 理.会計 の 二 大 基 軸 を構 成 す る標 準 原 価(standardcosts)

と予 算 統 制(budgetarycontrol)」 ↓,とい う位 置 づ け の 下 で,標 準 原 価 計 算

(standardcostaccounting)と 予 算 統 制 は 日本 企 業 で 華 々 し く活 躍 して い た。

この う ち,標 準 原 価 計 算 に関 して は,「 現 在工 夫 され て い る種 々 の 原価 計算 方

式 の なか に あ って,原 価 管 理 に も っ と も役 立 つ 原 価計 算 とは何 か と 問わ れ れ ば,

た だ ち に標 準 原 価 計 算 を思 い 浮 か べ るほ ど,原 価 管理 用 の原 価 計 算 と して高 く.

評 価 さ れ て お り,標 準 原 価 計 算 に よ る管 理 は,利 益 管 理 の た め の企 業 予 算 と と

も に,近 代 的経 営 管 理 制 度 を さ さ え る2本 の 大 きな柱 と な って い る翌 とさ れ

て い た。 紛 れ もな く,標 準 原 価 計 算 は原 初 管 理 に も っ と も有 効 で あ る と され て

い た ので あ る。

元 来,標 準 原 価 計 算 は,「 人 が 無 駄 な こ とを す る」 とい う前 提 で 原 価 標 準

.1)辻 厚 生 「総説一 管理会計史 と管理会計論 」辻厚 生編 著r管 理会計 の基礎理論」第1章,

中央経 済社,1991年,5ペ ージ。

2)岡 本清 「米 国標準原価計算発達史」 白桃書房,1979年,1ペ ージ。
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(coststandard).を 設 定 し,こ れ に実 際 生 産 量 を乗 じ て標 準 原 価(standard

cost)を 計 算 し,こ の標 準 原 価 と実 際 原 価 の 比 較 ・分 析 を通 じて,「 原 価 管 理

の た め の最 も効 果 的 な ツー ルで あ る と考 之 られ て きた」%し か し,多 品 種 少 量

生 産 を可 能 にす るFA化 工 場 で は,.直 接 作 業 を行 う直接 工 が 激 減 し,他 方 で は,

機 械 の監 視 ・保 守,設 計,情 報 処 理 な どの 工場 活 動 を支 援 す る間 接 工 が増 大 す

る%こ こか ら,無 駄 をす る 「人 」嘉 直接 工 が工 場 か ら姿 を消 す だ けで はな く,

原 価 標 準 そ の もの の 設 定 が 困 難 に な る た め に,も はや 標 準 原 価 計 算 は原価 管 理

に は役 に立 た ない とす る標 準 原価 計 算 無用 論が 主張 され る こ と に な った 。

.例 え ば,中 根 敏 晴 氏 に よれ ば,科 学 的 管 理,そ の論 理 的帰 結 と して の標 準 原

価 計 算 は 「人 間 の 反 復 能 力 」 を前 提 と した 産業 の生 産 工 程 の 下 で 登 場 した が,

FA化 に よ って,「 科 学 的 管 理 の 延 長 線.ヒに存 在 す る原価 標 準 を基 軸 にす る標

準 原 価 計 算 は,そ もそ も原 価 標準 の 設 定 の基 盤 を失 う傾 向 にあ る。仮 に原 価標

準 が 設 定 され,そ れ を基 に算 定 さ れ た標 準 原 価 と実 際 原 価 との 差 異 が 析 出 され

た と して も,統 制 す べ き対 象 で あ る 原価 差 異 はFA化 の進 展 と と も に微小 化 し

て い くこ とが 予 測 され,少 な く と も会計 的意 味 か ら は追 跡 す る必 要 は な くな る

.で あ ろ う」5)と主 張 され てい る。

それ ばか りで はな い 。 多 軸 種 少 量 生 産 の下 で は,製 品 ラ イ フサ イ ク ルの 短 い

新 製 品 が 大 多 数 を占 め る よ うに な り,1ロ ッ トしか 生 産 しない 「一 過 性 製 品」

も多 数 生産 され る。 こ のた め,「 個 々 の 製 品 の ラ イ フ サ イ ク ルが 短 縮 され る場

合,綿 密 な科 学 的 分 析 を 通 じて各 種 の 原価 標 準 が 設 定 され た と して も,そ の標

準 の適 用 期 間が 短 く,標 準 設 定 に かか る手 数 や コ ス トに くらべ て,そ こか ら得

られ るベ ネ フ ィ ッ トが小 さ い 。 そ こで,標 準 設 定 を行 う イ ンセ ンテ ィ ブが小 さ

くな る」6レとされ て い る。

3)櫻 井通晴lCIM構 築 ・企業環境の変化と管理会計』同文舘,1991年,33ペ ージ.

の 坂本和 ・「「情報革新」と現代の生産システム」坂本和一.一編著 「技術革新と企業構造』第1章.

ミネルヴァ書房,1985年,11ペ ージ以下参照。

5)中 根敏晴 「生産環境の変化と標準原価計算の原価管理機能」1名城商学』第44巻第1号,1994

年6月,74ペ ージ。

6)小 林哲夫 槻 代原価計算論一 戦略的コスト.・マネジメントへのアプローチ 」中央経済/
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標準原価計算の差異分析と原因分析 (575)105

実 際,「 ダ イハ ツで も標 準 原 価 計 算 シ ス テ ム は,昭 和32年 か ら採 用 して い る

し,か っ て は各 月末 に部 門別 に.予算 差 異 ・能 率差 異 ・操 業 度 差 異 な ど を算 出 し

て い た 。 だ が,今 日で は そ の よ うな差 異 分析 はや め て お り,標 準 原 価 計 算 シ ス

テ ムの 主 目 的 を財 務 会 計 の もの と して い る」ア}。あ る い は,日 本 電 気(NEC)
か

に関しても,「ユ990年時点では,同 社では1工 場1製 品で しか原価管理のッ」

ルとして標準原価計算は使用 されていない翌 ようである。ここか ら,加 登豊

氏 は,「標準原価計算はすでに製造段階におけるコス ト管理の主役の地位から

退いた」9}とまで主張されている1%.

しか しなが ら,工 場のFA化 が進展 したといっても,そ れは主 として組立加

工産業でのことであ り,し かも完全なFA化 工場や無人化工場は一部の工場だ

けである。大多数の工場では,相 対的な人数は減った とはいえ,依 然として直

接工が工場で働いていることには変わ りがない。原価標準の設定 も困難になっ

たとはいえ,不 可能 というわけではない。さらに上述 した標準原価計算無用論

とは逆に,標 準原価計算がいまなお有効であるとする企業 も少な くない三リ。

、書上,1993年,60-61ペ ー ジp

の 登能暉 ・円円安弘 「自動車工業における総 合的原価管理 システム」 「企業会計」 第35巻 第2号,

1983年2月,111ペ ージ。

8)加 登豊 『原価企画一 戦略的 コス トマネジメン トー 」 日本経済新聞社,1993年,76ペ ージ。

9)同 上,44ペ ー ジ。

10)標 準原価計算が原価管 理に有効 でな くなったことに対応 して,ω 実際原 価計算への回帰,② 予

算管理の強調,〔3原 価企画 〔源流管理)の 志 向,さ らには〔4}財務会計 目的での利用な どが主張 さ

れてい る。 と りわ け,13源 価企 画 〔源流管理〕 は,日 本的原価管理を代表する ものと して脚光 を.

浴 びてい るが,こ れ らの諸点に関 しては,後 日の険討課題 としてお きたい。

11}原 価管理 システムに関する アンケー ト調査 によれば.原 価管理の方法に対する 日本企 業の重要

度 は,① 予算編 成 ・統 制,② 原価企画 ・原価見積,③ 全社的品 質管理(TQC),④ 実際原価計

算,⑤ 生産 管理 的な物 量標準 の設定,⑥ 標準原価計算,⑦ 価値工学 ・価 値分析(VE/VA),

③ 目標管理(MBO),⑨ インダス ト1,ア ル ・エ ンジニア リング(IE)の 順位で あった 〔井上

信一 ・安藤博子 「.企業の グローバル化 と原価 管理 システムー 在 カナ ダ日系企業 と在豪 日系企業

の場合...一」 「香川大学経済論叢1第64巻 第2・3号,1991年11月,260ペ ージ)。標 準原価計算 の

原価管理での重要度が第4位 の実際原価計算 よ りも低 い第5位 に ランク付けされているが,そ の

ことは,依 然 として標準 原価計 算に依存 して いる企業が存在す ることの証 左で もある.

また,1994年3月,筆 者は数 人の研究者 とともに某総合電機 メーカーの名古屋工場で 聞き取 り

調査 を行 ワたが,そ の際に,「 当社 の標準原価計 算はいまで も有効です」 と経理部長が 明言され

た ことをいまなお鮮明に覚えている。 それ13,会 計学界の動 向 とはまった く逆行す る発言 だった

か らであ る。糊 膏を執筆 しよ うとした動機の1つ は,そ の ギャ ップの解明にある。
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そ うで あ る とす れ ば,低 成 長 と グ ロー バ ル競 争 とい う酷 しい経 済 環 境 の下 で,.

今 後,日 本企 業 が原 価 管理 の有 力 な ツー ル と して,.日 本 で 誕生 した原 価 企 画 や

ア メ リ カ で 話 題 に な っ て い る 活 動 基 準 原 価 計 算(ActivityBasedCosting=

ABC)を 志 向 す る と して も,標 準 原 価 計 算 が か つ て原 価 管 理 に有 効 で あ っ た

の は どの よ うな意 味 に お い てで あ った か,そ してFA化 工 場 で は そ の ど こが 有

効 で な くな り,ど こが い ま な お有 効 で あ るの か を 確.諷して お く必 要 が あ るだ ろ

う。 そ の こ とは 同時 に,「 管 理 会 計 の 二大 基 軸 」 をな す 他 方 の予 算 統 制 の 無 用

論 が な ぜ 登場 しな い のか,さ ら に は最 近,な ぜ 予算 統 制 が 再 び スポ ッ トラ イ ト

を 浴 び る よ うに な っ て き た のか を確 認 す る こ とで もあ る②。

本 稿 で は,日 本 的原 価 管 理 の メ カニ ズ ムを 解 明 す る一環 と して,高 度 成 長期

に は 日本企 業 で大 い に もて はや され た が,現 在 で は 「主役 の地 位 か ら退 い た」

とさ れ る標 準.原価 計 算 を取 り上 げ,そ の 原価 差 異 分析 につ い て基 本 に立 ち戻 っ

て 再 検討 して み た い。

H標 準原価計算の下での原価管理プロセスと原価差異分析

1原 価管理プ ロセス

ひ とは ム ダな こ とを して 生 きて い る。.ムダな こ とを す る か らひ とだ と言 え な

い こ と もな い。 ム ダ を 無駄 とみ るか,ゆ と り とみ るか,豊 か さ とみ るか い ろい

ろ と.見解 が分 かれ る こ とだ ろ う。 しか し,ひ との営 み の あ る部 分 が ビジ ネ ス と

さ れ る場 合 に は,ひ と の ム ダは,利 益 を 減 じ る無 駄 と して認 識 され る こ と に な

る 。 ひ とが モ ノ をつ くる場 合 に は,ま さ に この無 駄 が 問題 に され るL㌔

12)例 えば,小 林健吾 氏によれば,FA化 時代 には,「 標準原価計算それ 自体 は伝統 的な意味 での

原価管理 に役立つ とい う性格を維持 しなが ら総合 的な管理 に組み 込まれてい るとい うよりも,よ

り現代 的には技術的能率に よって管理する部分はFn化 によって後退す る状況 のなかで,予 算管

理 に傾斜 を深め なが ら,総 合的な利 益管理 に組み込 まれ るとい った図式 にな るもの と考え られる

ので ある」 〔小林健 吾7FAに おける標準 原価計算 と予算管理」 岡本清 ・宮本 匡章 ・櫻 井.通晴編

著 「ハ イテク会計 環境変化に対 応 した新 会計 システムの構築J第3章,同 友館,1988年,

49ペ ー ジ)と されてい る。そ こでは,チ 算 管理 との関連で,標 準原価計算のあ り方が問われてい

るので ある。

13)拙 稿 「成長 参向型原価管理の終焉 現代原価管理の動向 」 「名城商学」 第45巻 第3号,ノ
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図1原 価管理のプ ロセス
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標 準 原 価 計 算 は,こ の ひ との ム ダを原 価 差 異(costvariance>と して 計 算 す

る こ と に よ り,無 駄 を.無くす た め に利 用 さ れ る。 図1は,標 準 原価 計 算 に よ る

原 価 管 理 プ ロセ ス を 図解 した もので あ る。

この 図 に よ って,原 価 管理 プ ロセ ス を簡 単 に説 明 して お こ う1㌔

(コ 標準 原価 の設 定 一 目標 利 益 の 獲 得 を 目指 して編 成 され た総.合予 算 の 重

要 部 分 を担 って い る予 算 原 価 を実 現 す るた め,現 在 の生 産技 術 や 生 産 条 件

な どを考 慮 して標 準 原 価 が 設 定 され るL%

(2〕 標 準 原価 の示 達 一一 経 営 者 は標 準 原 価 を 管 理者 に周 知 徹 底 す る。

＼ユ995年/2月,31ページ。

14)拙 著 『管理会計論」新世祖,1993年,268-269ペ ージ。

15)標 準原価の設定,さ らには標準原価と予算原価との関係に関しては,重 要な問題であり,そ れ

だけに.多数の議論が存在する。私見によれば,標 準原価は.基 本的には,現 在の生産システムの

技術水準に規定されるので,技 術指向型の基準原価である。これに対 して,予 算原価はLj標利益

に規定された財務指向型の基準原価である(拙 著r管 理会計論」,前掲書,270..271ページ).

従来,標 準原価と予算原価との区分が強調されたが,最 近では,標 準原価が予算原価に包摂 ・

統合されているとする見解も見受けられるようである。



.ρ

108(578)..第156巻 第6号

{3)生 産活動の統制一 管理者は,こ の標準原価を管理基準として作業者を

指揮 ・監督 しながら工程管理や品質管理を展開して生産活動を統制する。 ・

㈲ 原価比較一 標準原価計算の下で,生 産活動の結果が実際原価として測

定され,こ の実際原価と標準原価 との比較が行われる。原価比較の結果,

実際原価 と標準原価との差額が原価差異 として計算される。

・㈲ 差異分析一 原価差異を計算すれば,有 利な原価差異 と不利な原価差異

とが生 じるが,と くに不利差異が生 じた場合には,即 座にその原因が分

析 ・調査される。

⑥ 是正措置の検討と実行一 原価差異の原因が判明したならば,こ の原因

を取 り除くため,通 常,原 価管理委員会で是正措置が検討される。

(7)是 正措肯の実行一 管理者はこの是正措置を直ちに実行する。

(8)業 績評価一 原価差異の結果は業績評価にも利用され,有 利差異の場合

には,管 理者にボーナス,昇 給,昇 進,栄 転などの報酬が支払われるが,

不利差異の場合には,減 給,降 格,更 迭などの処罰が行われる1㌔

ここで注意を要することは,原 価管理のプロセスにおいて,標 準原価計算の

計算プロセスそれ自体は,「標準原価」「実際原価」「原価比較」「差異分析」の

4つ に しか直接関係 しないということである。このうち,「原価比較」では,

「差異標準原価 と実際原価 とが比較されて原価薙異が計算されるのに対して,

分析」では,計 算された原価差異の有利差異や不利差異について,そ の原因が

分析されることになる。残念ながら,差 異分析では,そ うした原価差異がどの

ような 「無駄」 と直接関係して生じたかという原因をほとんど特定できない。

つ まり,原 価差異 と無駄 とが一意的に対癒 していないので,「無駄の原因を特

定で きない」のである。 しか も,か かる 「無駄」を排除するための 「是正措

置」にも,さ らには管理者が作業者に対して展開する 「工程管理」「品質管理」

16)業 績評価 と報酬 との関係 については,い くつかの実証研究 が行わ れてい るゴ をれ らの研究のな

かには,こ の両者 の結合 関係を統計的に確認で きない.ことか ら,否 定 的な見解 を提示す る論者 も

少な くない,
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に も,差 異分 析 はほ とん ど関 係 な い とい う.ことで あ る。 つ ま り,標 準 原 価 計 算

は 「処 方 箋 を提 示 しな い 」 の で あ る 。

以 下,標 準 原 価 計.算で は,「 無 駄 の 原 因 を特 定で きな い」,さ ら に 「処 方 箋 を

提 示 しな い 」 とい う原価 差 異 分析 の機 能的 限界 につ い て,.よ り立 ち 入 って検 討

して み よ う。

2標 準原価計算の原価差異分析.

ま ず,標 準 原 価 計 算 で は,「 無 駄 の原 因 を 特 定 で き ない 」 とい う点 を検討 し

て み よ う。 「原 価 差 異 分析 は,通 常,標 準 原 価 シ ス テ ム を運 用 す る さ い に行 わ

れ るべ き最 も重 要 な仕 事 で あ る とい う こ とは,お そ ら く正 当か つ 適 切 な主 張 で

あ ろ う」17」とい うべ ネ ッ ト(C,W.Bennet)の 指 摘 を待 つ ま で も な く,お.よ そ

標 準 原 価 計 算 の 下 で 展 開 さ れ る原 価 管 理 で は,原 価 差 異 分 析 が 重 要 な 役 割 を

担 って い る。 この原 価 差 異 分 析 は,費 目別 差 異 分 析,部 門別差 異分 析 ,原 因別

差 異 分 析 の3つ に 区分 さ れ て い るL8,。

口)費 目別差 異分 析 一 製 造 原価 の 三 大 費 目,直 接 材 料 費,直 接 労 務 費,製

造 間接 費 とい う費 目別 に原 価 差 異分 析 を行 う こ とで あ る。 この費 目別 差 異

分 析 は,会 計 的分 析 〔accountingana且ysis)と も呼 ば れ て い る1ヨ}。

(2)部 門別 差 異 分 析一 工程 や生 産 ライ ンな ど,原 価 部 門 また は 原 価 中心 点

ご と に原 価 差 異 分 析 を行 うこ とで あ る。 こ の 分 析 は,責 任 会 計 論(res-

ponsibilityaccounting)が 強 調 す る と こ ろで あ り,管 理 可 能 性(control-

ability)の 見 地 か ら,管 理 組 織 の各 管 理 者 ご とに原 価 差 異 を分 析 す る こ と

で あ るa㌔

17)Be㎜et・ChntonW・,.StandardCoatt:How.TheyServeModernManagement
,Prentice-Hall,

me.,EnglewoodCliffs,N、J.,1962.p.372.

18)板 垣 忠 『標 率 原 価 計 算」 現 代 原 価 計 算 全 集3,同 文 舘 ,135-136ペ ー ジ。

19)GiU已spie,Ceu丑,〔h5,五`f劔 ノ``加gα雇 αノ,㈲」,PrenticeHall,1=、,En巳lew【x,d〔 コiff臥N.J.,1965,

P.485.

20)責 任 会 計 論 の 詳 細 に 関 して は,拙 著 「ア メ リカ 管理 会e}9--下 巻
,同 文 舘,1999年,第12章 を

見 よ。
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(3}原 因別 差 異 分 析一 原 価 差 異 を 発 生 させ る こ とに な った 製 造 活 動 そ れ 自

体 を綿 密 に分 析 して,原 価 差 異 の 発生 原 因 を 明 らか にす る こ とで あ る。 こ

の 原 因 別 差 異 分 析 は 技 術 的分 析 な い し活 動 分 析(engineeringoropera.

tionsanalysis)と も呼 ば れ て い る2UD

●

この うち,(1)目 別 差 異 分 析 と(2)部門 別差 異 分 析 は,い ず れ も,標 準 原価 計

算 の会 計 手 続 に含 まれ る もの で あ り,原 価 差 異 分 析 に含 め て も特 に問 題 はな い

(以 下,両 者 あ わ せ て差 異 分析 と.いう)。 しか し,(3原 因 別 差 異 分 析(以 下,

単 に原 因分 析 とい う)に 関 して は そ う簡単 で は ない 。

例 えば,番 場 嘉 一 郎 氏 は,「 差 異分 析(varianceanalysis)に お い て は,良

好 な差 異 また は不 良 な 差 異 が,い くつ か の影 響 要 素 の合 体 した もの で あ る とす

れ ば,そ れ ら を原 因 別 に 区 別 して 表示 しな けれ ば な ら ない 」劉 と した 上 で,「 こ

の原 因分 析(causalanalysis)は,差 異 分 析 に属 す る もの で は な く,差 異 を そ

の 発 生 原 因 ま た は発 生 理 由 に 関係 づ け る こ と を 目的 とす る もの で あ る」劉 とさ

れ,原 因分 析 は 差 異 分 析 に属 さ な い と主張 され た。 この 番 場 氏 の 見解 を 強 く意

識 しな が ら,板 垣 忠 氏 は,「 原 因 別 差 異 分 析 は,原 価 差 異 そ れ 自体 よ り もむ し

ろ そ の根 源 で あ る各 種 の 作 業 そ の もの を分 析 の対 象 とす る もの で あ るか ら,厳

密 な意 味 で は原 価 差 異 分 析 の1つ とは い え な いか も知 れ ない が,標 準 原価 計 算

に よ って原 価 管 理 を効 果 的 に行 な うた め に は,こ の 分 析 を 欠 く こ と はで きな

い 」凶 と主張 さ れ て い る。

この よ うに,厳 密 な 意 味で い え ば,原 因分 析 は原 価 差 異 分 析 に属 さ な い ので,

標 準 原 価 計 算 で は,「 無 駄 の 原 因 を特 定で きな い」 ばか りで な く,「 処 方 箋 を提

示 しない 」 の で あ る。 も し標 準 原 価 計 算 が それ だ け の こ とで あ れ ば,経 営 者 は

「無 用 の 長 物 」 と して標 準 原 価 計 算 を無 視 した で あ ろ う。 だ が,実 際 に は そ う

は な らな か った 。標 準 原 価 計 算 に も う 一.E夫され て い た か らで あ る。

21)⊂}illespie,.y.at,p486、

22)番 場 嘉 一郎1原 価 管 理 会計 」 中央 経 済 社,玉969年,23ペ ー ジ 。

23)同L,24ペ ー ジ。

24)板 垣 忠,前 掲 書,136ペ ー ジ。



標準原価計算の差異分析と原因分析(58コ111

す な わ ち,番 場 氏 に あ って も,「 その 〔原 価 差 異 の〕 原 因 を確 か め れ ば,改

善 措 置 を講 ず る道 は ひ らけ るの で あ る。 原 因分 析 の 重 要 性 は こ こ に あ る」=5,と.

主 張 さ れ,標 準 原 価 計 算 に よ る原 価 管 理 が 有効 で あ る た め に は,差 異 分 析 だ け

で は な く,そ の原 因 を追 求 す る原 因 分 析 が 重 要 で あ る こ とが 強調 され てい た。

原 価 差異 の原 因が 明 らか にな れ ば,そ の 原 因 を 取 り除 く 「是 正 措 置 」 を検 討 し

た り,実 施 した りす る ことが 可 能 にな る。 この た め,問 題 の核 心 は,差 異 分 析

と原 因分 析 とを いか に連 携 させ るか で あ った 。

III差 異分析と原因分析を連携する管理情報

1パ ー シ ャル ・プ ラ ン と シン グル ・プ ラ ン

標 準 原 価 計 算 が 原 価 管 理 に 有 用 で あ る た め に は,差 異 分 析 と原 因 分 析 と を 連

携 さ せ る 必 要 が あ っ た 。 こ の 点 を 確 認 す る た め,標 準 原 価 計 算 シ ス テ ム

(standardcostingsystem)を 検 討 して お こ うzδ1。

よ く 知 ら れ て い る よ う に,「 標 準 原 価 が 製 造 諸 勘 定(manufacturingacco-

unts)に,直 接 か つ 公 式 に 組 み 込 ま れ て い る 原 価 計 算 シ ス テ ム は,標 準 原 価 計

算 シ ス テ ム と 呼 ば れ て い る」助(傍 点 一 原 文 イ タ リ ッ ク)。 標 準 原 価 計 算 シ ス テ

ム の 下 で は,標 準 原 価 と実 際 原 価 と の 差 額 が 原 価 差 異 勘 定 に お い て 原 価 差 異 と

し て 計 算 さ れ る 。 標 準 原 価 計 算 シ ス テ ム は,.標 準 原 価 を 複 式 簿 記(製 造 諸 勘

定)に 組 み.入 れ る 時 点 の 相 違 に よ っ て パ ー シ ャ ル ・プ ラ ン(partial.plan)と

シ ン グ ル.・ プ ラ ン(singleplan)と に 区 分 さ れ る跳〕。 図2は,パ ー シ ャ ル ・・プ

25}番 場嘉 ・郎,前 掲言,24ペ ー ジ。

26>以 下 の記述 ば,主 と して板垣忠 『標準 原価計算論』,前 掲書,第4章 を参照 した.

27〕Shilling且aw,Gordりn,(⊃ ∬A``卿 η∫ゴηgrA履 ら・∫'∫【xndContend,RichardD.【rwin,Inc.,Homc.

wりud,IUiois,196五,p.170,安 達 和夫 ・山口操共訳1管 理原価 会言1」日本 生産性本 部,1965年,

115ペ ー ジ。

28)ギ レス ピー は,「 一 般 に,標 準原 価 を勘定 に記 録す る方法に は3つ あ る」 〔G…11espie,Gεじil,

StandardandDirectConing,Prentice.11.11,正nc.,EnglewoodCliffs,N、J.,1962,p.15.)と して,

本文 で指摘 した パー シャル ・プラ ンと シングル ・プラ ンに加 えて,デ ュア ル ・プ ラン(d皿1

plan)を あ げ て い る。 デ ュ ア ル ・プ ラ ンで は,「 仕 掛 勘 定 に完 了 した 活 動(operations

compl巳【eの の実 際原価 と標 準原価 を借記 し,そ して完 成品 の実際原価 と標準原価 を貸記 す る

(この方法 は,2つ の借方金額欄 と2つ の貸 方金額欄 を持 つ仕 掛勘定の利用 を必要 とす る)」/
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ラ ンの勘 定 連 絡 図 を 示 した もの で あ る 。

パ ー シ ャル ・プ ラ ンで は ,仕 掛 勘定 の借 方 に は実 際 原 価 が 記 入 さ れ,そ の貸

方 に は標 準 原 価 が 記 入 され る。 図2で は,仕 掛 勘 定 の 貸 方 に80,000円(完 成

品)と10,000(期 末 仕 掛 品)が そ れ ぞ れ 標 準 原 価 で 記 入 さ れ,こ の う ち,
6

80,000.円 が 製 品 勘 定 の借 方 に振 り替 え られ る.ま た借 方 残 高10,000円 は原 価 差

額 と して 原 価 差 異 勘 定 の 借 方 へ振 り替 え ら れ る。

標 準 原 価 は製 品 の 実 際 生 産 量(完 成 品 数量 と仕 掛 品の 完 成 品 換 算 量)に 原価

標 準 を乗 じて 計 算 さ れ るが,パ ー シ ャル ・プ ラ ンで は,こ の 実 際 生 産 量 を確 室

す るた め に,基 本 的 に は,原 価 計 算 期 末 に仕 掛 品の 実 地 棚 卸 を行 わ な けれ ば な

ら ない 。 通 常,原 価 計算 期 間 は1ヵ 月で あ るの で,原 価 差 異 は最 短で も1カ 月

を経 過 して か ら しか計 算 で きない こ と に な る。 この よ う にパ ー シ ャル ・プ ラ ン

で は,実 際 生 産 量 に 基づ い て原 価 差 異 が 計 算 され る こ とか ら,ア ウ トプ ッ ト法

.(outputmethod)と 呼 ばれ て い る。

また,原 価 差 異 は 実 際 原価 と標 準 原 価 と の総 差 額 と して計 算 さ れ るが,仕 掛

勘 定 を工 程 別 に設 定 す れ ば,.[程 別 に総 原 価 差 異 を計 算 す る こ とが で き る。 ま

た,「 現 在 で は,仕 掛 品勘 定 を 原 価 要 素 別 に設 定 し,原 価 要 素 別 に総 差 異 を計

算 した の ち に,差 異 分 析 をす る のが 普 通 で あ る」霧9,とさ れ て い る ので,仕 掛 勘

定 を原 価 要 素 別 に 設 定 す れ ば,費 目別 に総 原 価 差 異 を計 算 す る こ と もで きる。

さ ら に 「標 準 原 価 計 算 シス テ ム に望 まれ る基 本 的 な情 報 フ ィー ドバ ッ クは,各

コ ス ト ・セ ン ター ま た は 部 門 に 対 す る作 業 時 間差 異 お よ び材 料 数 量 差 異 で あ

る」謝 と強調 され てい るの で,原 価 管 理 の視 点 か らは,「 コス ト ∵ヒン タ「 ご と

＼ α翻趾,p.且5)と され て い るD

ま た,シ リ ン グ ロー は,「 た い て い の 場 合,修 正 パ ー シ ャ ル ・プ ラ ン 〔modifiedpartialplan)

は シ ン グ ル ・プ ラ ン よ りもず っ と費 用 が か か らず,か つ 同 じ く らい 役 に 立 つ 」 〔Simnglaw,C.,

砂.漉,p、188,邦 訳,130ペ ー ジ)と して,上 記3つ の 方 法 に 加 え て,彼 が 考 案 した 修 正 パ ー.

シ ャル ・プ ラ ンを主 張 して い る。

主題 との関 係 で は,パ ー シ ャ ル ・プ ラ ン と シ ン グル ・プ ラ ンを検 討 す れば 十 分 と思 わ れ るの で,

こ こで は修 正 パ ー.シ ャル ・ブ ラ ン とデ ュ ア ル ・プ ラ ンに つ い て は,言 及 しない こ と にす る。

29)岡 本 清 「米 国 標準 原 価 計 算 発 達 史 」,前 掲 書,184ペ ー ジ。

30)SilHnglaw,G.、 θρ.cゴ乙,P.172,邦 訳,116ペ ー ジ
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「図2標 準 原 価 計 算 の 勘 定 連 絡 図(パ ー シ ャル ・プ ラ ン)

直 接 材 料 費 仕 掛 勘 定 製

30、000130,000-30,00080,000一 一一一一一一b80,000

20,00010,00〔}

直 接 労 務 費50,00010,000月 次↑

20,000120,0〔X).期 末 仕掛 品80,000

製 造 間 接 費.原 価 差 異.売

50,000150,00010,000ユ20,000

備 考)(1)ゴ シ ック体 の数 字 は,標 準 原 価 で 記 入 され る。

② 表示 を簡 素 化 す る ため,売.ヒ 原 価 勘 定 等 を省 略 した。
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品

蕪7ξ 辱.
ヨ図

掛買

30,000

直 接 材 料 費

27,000

21,000

『

[29,000

価 格 差 異

一

1,000

数 量 差 異

2,000 　

標準 原価計算 の勘定連絡 図(シ ングル ・プラン)

金.仕 掛 勘 定.製

甑
製 造 間 接 費

50,000 45,000

5.000

製造間接費差異

5,000

品一

一一一一

一一→・80
.000180,000

品

] 月 次 損 益

]
80,0001120,0じ0

売 上
一

120,0001120,0w

直 接 労 務 費染
備考 〉(Dゴ シック体 の数字 は,標 準原価 で記入 される、、

(2>表示 を簡素化するため,売 上原 価勘定諄 を省 略 し,製 造 間接費差 異

は一括表示 した。
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に,原 価 要 素 別仕 掛 品勘 定 を設 定 し て,コ ス ト ・セ ン ター ご とに上 述 の会 計 的

差 異 分 析 を 行 うべ きで あ る」31}ことに な る。

この よ うに パ ー シ ャ1レ ・プ ラ ンで は,実 際 生 産 量 を 確 定 す るた め に期 末 仕 掛

品 の 実 地 棚 卸 を 必 要 とす るが,そ れ を除 けば,手 続 は 総 じて 簡 単 で あ り,記 帳
●

の 簡 略 化 と迅 速 化 を 期 待 で き る皿〕。 しか しな が ら,し ば し ば 引 用 さ れ る デ ッ

キ 一 編r会 計 人 の原 価 ハ ン ドブ ッ ク』(1964年)に よれs-X,パ 」 シ ャ地!プ ラ

ンに は,次 の よ う な欠 点 が 存 在 す る。

「1.原 価 差 異 は,会 計 期 末 に な る まで,か つ仕 掛 品 の棚 卸 が 行 わ れ た 後

で な い と明 ら か に な ら ない 。 工 場 の無 駄 また は不 能率 に基 因 して発 生 した

損 失 を避 け る た め に は余 りに も遅 す ぎ る。 標 準 の 達 成 を確 保 す るた め の活

動 の 張 力 で積 極 的 な統 制 は,差 異 に関 す る遅 れ た 報告 書で は な く,敏 速 な

報 告 書 を 必 要 と して い る。

2.総 原価 差 異 を そ の構 成 要 素 に分 解 す る こ とは,会 計 記 録 か ら は利 用

で き ない 追 加 的 な統 計 資 料(additionalstatistics)の 収 集 を必 要 とす る。

これ らは た や す く利 用 で き ない か も しれ ない し,そ の保 管 と要約 に は費 用

を か けな け れ ば な らな い。 こ こか ら,原 価 差 異 ぽ帳 簿 記 入 ル ー チ ンの一 部

と して 自動 的 に計 算 さ れ な いだ けで は な く,そ の 方 法 は差 異 を計 算 す る材

料 を い つ も提 供す る とは 限 ら な い。」鋤(傍 点一 原 文 強調 文 字)

との よ うに パ ー シ ャル ・プ ラ ンで は,原 価 差 異 の 計 算 が 遅 す ぎ る こ とに加 え

て,会 計 記 録 以 外 の統 計 資 料 を別 途 に 必 要 とす る こ とか ら,岡 本 清氏 は,「 こ

の 方 法 は,生 産工:程が複 雑 で な く,詳 細 な標 準 原 価 差 異 を しば しば必 要 と しな.

い 量 産 経 営 に お い て,原 価 計 算 に要 す る計 算 事 務 量 を最小 限 に お さ え なが ら標

準 原 価計 算 を 実施 しよ う とす る企 業 に適 して い る」鋤 と主 張 さ れ て い る。

31〕 岡 本清 『原 価 計 算(三 訂 版)1国 元 書 房,1978年,396ペ ー ジD

32)板 垣 忠,前 掲 書,113ペ ー ジ.

33)Dickey,RobertI、(巳d、),五c`o酬`α η∬「C邸 す∫」¢ノ認800丸Seco¶dEdition,TheRonaldPressCo.,

NewYりrk,1964,p.16・45.

34)岡 本 清 『原価 計 算(三 訂 版)』,前 掲 書,378ペ ー ジ。
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こ の よ うな パ ー シ ャル ・プ ラ ン の二 大 欠 点 を 克 服 す る方 法 と して...シ ン グ

ル ・プ ラ ンが 開発 され た 。 図3は,シ ン グル ・プ ラ ンの勘 定 連 絡 図 を示 した も

ので あ る。

シ ング ル ・プ ラ ンで は,.仕 掛勘 定 の借 方 と貸 方 に は,い ず れ も標 準 原 価 が記

ズ さ れ る 、 図3で は,仕 掛 勘 定 の借 方 に,27,000円(直 接 材 料 費),18,000円

(直接 労 務 費),45,000円(製 造 間接 費 〉 が そ れ ぞ れ 標 準 原 価 で 記.入され る。

ま た,仕 掛 勘 定 の 貸 方 には,80,000円(完 成 品)と.10,⑪00円(期 末仕 掛 品〉 が

.それ ぞ れ 標 準 原価 で記 入 さ れ る。 こ の うち,80,000円 が 製 品勘 定 の借 方 へ これ

ま た標 準 原 価 で振 り替 え られ るが,こ の点 はパ ー シ ャ ル ・プ ラ ン と同 じで あ る。

しか し なが ら,原 価 差 異 の計 算 方 法 は ま った く異 な って い る。 直 接 材 料 費 と

直接 労 務 費 が 製造 指 図香 ご とな い しロ ッ トご とに標 準 原 価 で仕 掛 勘 定 の借 方 に

振 り替 え られ る こ とか ら,こ の標 準 原 価 を超 過 また は節 約 して原 価 財 が 投 入 さ

れ る場 合 に原価 差 異 が 直 ち に計 算 で きる。 また,製 造 間接 費差 異 に関 して は,

「製 造 指 図 書 の完 成 時 に直 ち に能 率 差異 を計 算 す る こ とがで き,そ の他 の差 異

〔つ ま り予 算 差 異 と操 業 度 差 異一3分 法 の場 合〕 はパ ー シ ャ ル ・プ ラ ン と同

様 原 価 計 算 期 末 に計 算 す る」諭 こ とに な る。 とい うの は,「 予 算 差 異 と操 業 度 差

異 は部 門 また は コ ス ト ・セ ン ター ご とに期 間 を単 位 と して把 握 さ れ るので あ っ

て,ロ ッ ト別 には計 算 さ れ な い」謝 か らで あ る 、 したが っ て,直 接 材 料 費 差 異,

直接 労 務 費 差 異,さ らに 能率 差 異 を計 算 す るの に,パ ー シ ャル ・プ ラ.ンの よ う

に原 価 計 算 期 末 ま で待 つ必 要 は ない 。 シ ング ル ・プ ラ ンに よれ ば,原 価 財 を生

産 プ ロ セ ス に投 入 す る際 に原 価 差 異 を 計 算 で き る ので,そ れ は イ ン プ ッ ト法

(inputmethod)と も呼 ばれ て い る。

この よ うに シ ン グル ・プ ラ ンで は,実 際 生 産 量 を確 定 す る必 要 が ない の で,

必 要 に応 じて,毎 週 で も,毎 月で も,あ るい は ロ ッ トご とで も 自由 に原 価 差 異

を計 算 す る こ とが で き る。 この こ とに関 連 して,板 垣 忠 氏 は,次 の よ うに主 張

35)同 上,408-409ペ ー ジ 。

36)板 垣 忠,前 掲 書,124ペ ー ジo
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され てい る。.

「シ ング ル ・プ ラ ンで は,生 産 過 程 に投 入 され た 原 価 財 の うち 標 準原 価 と

な る部 分 だ け を仕 掛 勘 定 借 方 に記 入 し,そ れ 以 外 の もの はは じめ か ら原 価

差 異 と して把 握 し,費 目別 な らび に種 類 別 の原 価 差 異 勘 定 に 記 入 す る。 し
.ゆ

たがって,こ こではある原価財の投入が標準原価を構成するものであるか

あるいはそれ以上(場 合によってはそれ以下)の ものであるかを識別する

必要がある。そのためには,材 料庫出請求書や作業時間報告書などの原始

書類が利用される。」調

「標準材料仕様書や標準作業時間票を発行 し(こ れらが仕掛勘定借方に

記入する標準原価の基礎となる),そ れを超えて材料の払出が行なわれた

り,作 業時間が超過 した りする場合には,特 別に色分け した超過材料庫出

請求書や超過作業時間票を発行 し,逆 に材料や作業時間の節約があった場

合 には,材 料返還票(材 料貸方票 とも呼ぶ)や 作業時間節約票を発行 して

材料消費量差異や作業時間差異を把握する。押(傍 点一 上総〉

か くして,シ ングル ・プランは..パ ーシャル ・プランの持っていた二大欠点

の1つ であった 「遅すぎる原価差異計算」を見事に克服 したといえるだろう。

ここか ら,「この方法は,標 準原価差額の把握 と分析を迅速に行なうことがで

きるとい う長所をもっているが,相 当の計算事務量を必要とするという短所を

もっている。そこで,こ の方法は,ロ ット別個別生産や組別生産経営のように,

個々の投入量ごとに,標 準投入量が判明しうる企業であって,し かもたえず詳

細 な標準原価差額分析を必要 とする企業に適 している」鋤 とされている。

しか しながら,.これですべての問題が解決 したわけではない。というのは,

原因分析に際 しては,.会計記録以外の統計資料を別途に必要とするというもう

1つ の欠点が残されているか らである。

37.1同 上,119ペ ー ジ。

38)同 上,120ペ ー ジ。

39)岡 本 清,r原 価 計 算(二 訂 版)』 前 掲 書.串79ペ ー ジ。
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2差 異 分析 と原因分析 との連携

標 準 原 価 計 算 の シ ング ル ・プ ラ ンの 下で は,通 常,次 の よ うな原 価 差 異分 析

.(3分 法)が 行 わ れ て い る釦,。

〔1)直 接 材 料 費 差 異=価 格 差 異+数 量 差 異

冷

価格差異=(標 準価格一実際価格)×実際消費量

数量差異≡標準価格x(標 準消費量×実際消費量)

② 直接労務費差異=賃 率差異+時 間差異

賃率差異=(標 準賃率一実際賃率)×実際作業時間

時間差異=標 準賃率×(標準作業時間一実際作業時間〉

〔3)製 造間接費差異=予 算差異+操 業度差異+能 率差異(3分 法)

予算差異=予 算製造間接費一実際製造間接費

操業度差異=標 準配賦率x(実 際作業時間一正常作業時間)

能率差異E標 準配賦率x(標 準作業時間一実際作業時間〉

このような原価差異分析は,も ちろん費目別差異分析に他ならないが,こ の

費目別差異分析を工程や部門といった原価II,心点(costcenter)ご とに行えば,

原価管理に有効とされる部門別差異分析 となる。

しか しながら,上 に指摘 した費目別差異分析を原価中心点ごとに行 っただけ

では,原 価管理にはほとんど有効ではない。何故なら,原 価差異を発生してい

る原因を突き止め,こ れを取 り除くための改善措置を実施しなければならない

からである。そこで,原 価差異の発生原因を究明する原因分析が行われること

になる。原因分析の結果,例 えば,直 接材料費差異の原因は,次 のようなもの

であるとされている4L〕。

〔1>価 格差異の原因分析

① 一般的貨幣価値変動から生ずる価格差異

② 当該材料に固有な個別価格変動から生ずる価格差異

40)櫻 井通晴r経 営 原価計算論』 中央経済社,1983年,第9章 参照。

41)松 本雅男 「原価計算」 国元書房,19ア6年,200ペ ージ。



118(鵬}.第 工56巻 第6号

③ 標準材料 とは異なる材料を使用したことから生ずる価格差異

④ 標準購入数量と異なる数量を購入したことによって生ずる価格差異

⑤ 購買の巧拙から生ずる価格差異等

(2)数 量差異の原因分析
6

① 使用材料の種類および品質の変更.

② 製造方法,機 械工具および製品品質の変更

③ 仕様書の不正確または不十分

④ 製品検査基準の変更

⑤ 作業の巧拙等

このように原因分析によって,原 価差異の原因が判明すれば,そ の原因.を取

り除 くための改善措置を検討 した り,実 施した りすることがで きる。 しか しな

がら,こ れらの原因分析と上に指摘.した差異分析 との間にはほとんど因果関係

が存在しない。1種 類の原材料を使って製品が生産されるような装置産業の場

合を別とすれば,加 工組立産業のように多数の原材料を使用する企業では,価

格差異や数量差異の原因を特定することはほとんど不日∫能である。しか し,そ

れでは標準原価計算の差異分析が 「無用の長物」となる。これを避けるため,

シングル ・プランには実に 「巧妙な細工」が施されているのである。 このこと

に関連 し.て,松本雅男氏は,次 のように指摘されている。

「材料消費差異もまた,… …さまざまな原因にもとづいて生ずるから,こ

れを原価管理に役立てるには,こ れらの原因別に消費差異を分析する必要

がある。しかしこのためには,あ らか.じめ超過材料庫出請求書を発行する

際に理由を記載させておくのが有益である。」拗(傍 点 上総〉

「時間差異に対する責任,原 価管理.ヒとるべき対策などは,そ の発生原因

いかんによって異なるか ら,こ れの原因分析が実務上非常に有益である。

また作業時間報告書に時間差異の生 じた原因をそのつど記載させることに

よって比較的たやすくその原因を究明で.きることなどの理由から,こ の原

42)同..ヒ,200ページ。
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因分析は広 く行われている。」㈲(傍 点一 上総〉

ここでは,直 接材料費の数量差異に関 しては,「超過材料庫出請求書を発行

する際に理由を記載させておく」 こと,ま た直接労務費の時間差異に関しては,

「作業時間報告書に時間差異の生じた原因をそのつど記載させること」が指摘

きれている.確 かに,超 過材料庫出請求書や作業時間報告書に理由欄や備考欄

(以下,.単 に備考欄という)を 設けて,こ こに 「標準」を超過した材料消費量

や作業時間の原因を記載させるように工夫 しておけば,原 価計算課は原価差異

の原因その ものを把握するこ.とができる。つまり原因分析が可能になる。

このような超過材料庫出請求書や作業時間報告書の備考欄に記入される原因

に関する情報をいま管理情報 と呼べば,標 準原価計算のシングル ・プランでは,

この管理情報を媒介として差異分析 と原因分析とがはじめて連携できるのであ

る。超過材料庵出請求書や作業時間報告書は原価差異分析を可能にす るだけで

はなく.,作業現場から管理情報を捕捉することによって,原 因分析をも可能に

するのである。管理情報はまさに原因分析にとって,し たがってまた原価管理

にとって生命線である切。備考欄での管理情報の補捉,こ れがシングル ・プラ

ンの実に 「巧妙な細工」に他ならない4%

43)同 上,20】 ページ。

44)標 準 原価計算 は,標 準原価 と実際原価 とを比較する ことによ って,原 価差異 を計算で きるが,

原価差異の原 因それ 自体 を究 明す ることは不 日】.能であ る。標準原価計算 が原価管理 に有効であ る'

ためには,こ こで強調 した ような管理情報 を媒介 として,差 異分析 と原 因分析 とが連携 されてい

なければな らない。管理情報 の捕捉 はまさに生命線であ る。 ともすれ ば,こ の点が見逃 されやす

いので,あ えて強調 してお きたい。

45>こ こで指摘 した管理情報 は,本 文にもあ るように,超 過材料庫 出請求書や作業時 間報告書の備

考欄に記 入される原価差異 の発生原因に関す る情報に他 な らないが.こ のような管理情報の捕捉

は,本 来的 な意味 でO会 計情報(aCC(川nh㎎1nf【 〕rm己ti(m)で はない。 しか し,経 営 者が企業管

理 をよ り合理的 に展 開するため には,会 計情報 以外の 多 くの経営 情報(managementinforma-

ti..)や 管理情報 を必要 とす る,,会 計 システムを構成す る多 くの.補助簿は,こ う した経営情報や

管理情報 を捕捉す るた めに利 用されてお り.そ の意味では,か か る管理 情報 を捕捉す るために

「備考欄」 を設けた超過材料庫 出請求書や作業時間報告 書は,補 助簿 の一一種 とみて よいであろ う。

よ り積極 的には,適 切 な管理情報 をいか にして補捉す るかが 会計 システムを設計す るときや会

計方法を考案 するときの一大 ポイン トとなるだろ う。1980年 代半 ばにアメ 「」カで開発 された活動

基準原価計算 〔:ABC)は,活 動(activity)や 原価 作用 因(costdriver)と い う新 しい概念 の下

で登場 して きたが,こ の活動や原価作用因はまさにこ こで指摘 した管理情報そ のものに他な らな

い。活動基準原価計算 の具体的 な検討ぽ後Hに 譲 りたいが,管 理情報 の重要性 を認識 して考案/



の

120(590)第156巻 第6号

図4標 準原価計算 の差異分析 と原 因分析 との連携
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.標準原価計算の下では,超 過材料庫出請求書等の備考欄に掲載される管理情

報を媒介 として,差 異分析 と原因分析が連携されたが,図4は,こ の連携関係

を示 したものである。

この図によれば,管 理者は作業者を指揮 ・監督 して作業管理を行うが,作 業

者は作業に関連するさまざまな情報を管理者に報告する。管理者はこれを生産

情報 として保持 しているが,実 際に行われた作業が標準作業を超える(ま たは

節約 した)場 合には,超 過材料庫出請求書等の備考欄を使?て,こ の作業に関

する管理情報(生 産情報の一部)が 収集される。原価計算課が標準原価計算の

原価差異分析を行 う際には,こ の管理情報が原価差異の原因(こ の図では,無

＼された会計技法の好例である、



標準原価計算の議異分析と原因分析.(591)121

駄Aと 無駄B)を 明らかにするた.めに使われる。しかしながら,管 理情報だけ

では,原 価差異の原因すべてを明らかにできないので,.生産管理部が別に管理

者から収集 していた生産情報によって残 りの原因が明らかにされる。 もちろん,

この場合であっても,す べての原因が明らかになるとは限らない。そ して,差

異の原因が明らかになれば,原 価管理委員会でこの原因を取 り除 くための改善

措置が検討され,こ れを管理者が実施することになる。

このように標準原価計算の下では,超 過材料庫出請求書等の.備考欄で管理情

報を捕捉することによって,部 分的にではあるにせよ,原 因分析が可能になっ

た。 しか しながら,原 因分析がかかる超過材料庫出講.求書等の備考欄 に記入さ

れる管理情報に大きく依存するとすれば,例 えば,次 のような問題がすぐに生

じることになる。.

.(1)標 準を超過 した 「理由」は記載されているか。

② 記載されているとして,そ の理由は適.切であるか。

(3)適 切な理由が記載されていない場合には,ど う対応するか。

㈲ 原因が判明したとして,改 善措置をすぐに提案で きるか。

(5)「 超過伝票」が発行されなければ,問 題は生 じていないか。

そればか りではない。会計処理のコンピュータ化により,.備考欄 に記入され

るはずの管理情報が欠落した り,大 きく制約されていないかということも気に

なるところである4%

いずれにしても,仮 に管理情報を入手で きるとして も,そ のことによって原

価計算課が直ちに原因分析を完壁に行 うことは不可能であるということである。

管理情報が作業現場にいる下級管理者や作業者によって原始書類に記入される

とすれば,紛 れ恙なく,彼 らの協力なくして標準原価計算は機能しないのであ

46)会 計処理の コンビ」.一夕化に際 して,入 力文字数や漢字.入力 とい った情報処理技術,処 理時 間,

処 理コス トなどの理由 によ り,管 理情報を入力すべ き備考欄 が大き く制約 された り,場.合 によ っ

ては,備 考欄そ のものが廃止 され ることも少 なか らず存在 した。 さらに,不 慣れな作業者や管理

黄が コ ンピュー タ入力 をす る場合には,管 理 情報の質と量 がともに低 ドす る.そ の結果,標 準原

価 計算 の原価管理機能が大 きく低下するこ とになるが,こ の点 の詳細な検討は後 日に期 したい。
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る。 い わ ん や,原 価差 異 の原 因 を取 り除 くた め の改 善 措 置 を検 討 した り,決 定

した りす る こ と もほ とん ど不 可 能 で あ る。

IV標 準原価計算の 「議論誘発」機能

0標 準原価計算 では
,工 場で発生する無駄は,直 接材料費差異(価 格差異と数

量差異),直 接労務費差異(賃 率差異 と時間差異〉,製 造間接費差異(.予 算差異,

操業度差異,能 率差異:3分 法の場合)と して計算されるが,そ れらの原価差

異に対する原価責任は,当 然,そ の差異を発生した工程や部門(原 価中心点)

の責任者にある。工場には,多 数の部門があるので,原 価責任も多様になる。

表1は,工 場における各部門の職責 と原価責任を示 したものである。

この表の 「原価差異」欄に示された 「○○ロス」という表現は,必 ずしも標

準原価計算の原価差異と同じ意味で使われているわけではないが,多 数の部門

でさまざまな原価差.異が生 じることを理解するには十分である。これらの 「ロ

ス」の原因を明らかにしなければならないが,こ れまで検討 してきた標準原価

計算の差異分析だけでは,、.この原因分析に対応で きないことは明らかである。

確かに,標 準原価計算では,超 過材料庫:出請求書等の備考欄に記載される管理

.情報を媒介として,差 異分析と原因分析が連携されていた。 しか しながら,仮

に作業現場から正確な管理情報が収集されたとしても,現 実的には,ζ うした

管理情報だけでに,原 因分析を完全に行うことは不 可能に近いということであ

る。

ここから,原 価差異の発生に関係するとみられる工場の部門関係者を集めて,

相互に意見を.交換しながら原因分析を行 うことが一般的である。岡本清氏は,

このことに関連して次のように指摘されている。

「会計的差異分析の資料は,経 営管理者に問題点の所在を知らしめる手掛

りを提供するにすぎない……。多くの会社では,毎 月1回,原 価会議を開

いている。そこには,製 造部長,工 場長などの製造担当幹部 も出席 してお

り,.各コス ト・センターの責任者達はその必要があれば改善措置を提案す
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表1工 場における各部門の職 責 と原価責任

〔593)123

原 価 責 任
任者 職 員

原 価 差 異 内 容

工
場
長

工場め操業の決定
操業度ロ ス 正常操業度と計画操業度との固定費負担額の差

穣働口数差 毎 月の稼働 日数が変動す ることに よる賃率の差

操業計画の立案と推進 計画操業度 ロス 計画操業歴と実際操業度との固定費負担額の差

週間負荷計画の立案と

機動班の運用
余剰工数 ロス

過勤賃率 ロス.↓.

負荷 と能力 の調整の まずさに よる直接作業員 の

余剰 または異常残業

.

生
産
管
理
部
門
長

生産計画の立案と推進

標準外作業 ロス
.生産管理指示 による工程変更、小 ロッ トによる

段取増 の工数損

仕掛 品 デ ッ ド

ス トック ロ ス
仕掛品 の長期滞留に よるデ フ ドス トック廃却損.

外部
注門
管長
理

外注 開拓.、車価決定

外注 の指導育成

仕入価格 ロス
標準単価 よ り高い価格で購入 した ことによる外

注 費損失 圏

外注責任不 良
ロス

外注責任 の不良損失 より、回収金額 を差 し引 い

た差額

市場調査 、購買契約 仕入価格 ロス
標準単価 よ り高い価格で購入 した ことによる材.

料 費損失

雇車契約 運賃 ロス 運賃契約、積載効率の まずさによる運賃損失

資
材管

理
部
門
長

資材計画の立案と推進 標準外作業 ロス 不良資材によ り、標準作業が崩れた場合の工数損

資材納入、検収、在 庫管理 資材責任不良ロス 資材原因の不良、棚差、資材 欠品による転用

資材.入出庫業務 周辺作業能率ロス 資材入出庫業務の能率損

設 計 、 生 産 技 術 、

VE、 【E

標準外作業 ロス
図面,設 備不良によ り標準作 業が崩 れた場合 の

工数損

技術責任不良ロス 図面、設備不良によ る不良損失....一....　一....
試作 試作費用差 試作に使われた費用

周辺作業能率ロス 保全作業の能率損失
設備保全管理

十一 一.一..
教育訓練

修 善費 ロス 定期点検、 自然摩耗などによる設備保全費用損失

←

部課 艮責任

稼働率 ロス
会議、教 育訓練 などによる除外工数

技
術
部
門
長

製
造.
部 ・
門
長

.一...

炉

製
造

;

;
ン

適材適所の人員配置..一...一.一.一.............賃率構成 口.ス
女子化、パー ト化 な ど賃率 の低 い作業員の活用

損失

稼働 率の向」.二維持
係 長責任稼働

率 ロス
作業手持 な どによる除外]二数

作業能率向上維持 作業能率 ロス 作業能率低下による工数損失

周辺作業能率の向上維持 周辺作業能率ロス 運搬作業など間接作業の能率損失

歩留向上維持一一.一......歩留 ロス 材料の歩留損失

不良低 減 ・品質向上維持 不良 ロス 作業員の不注意、技量不足 による不良損失

設備 ・金型 ・治工具 の

保守点検
修善費 ロス

..作業員の不 注意 、技量不 足による設備、金型、

治.L具 の補修

出所〕 橋 本賢一 「技術者 のため の標準原価管理 システム」 日本能率協 会,1991年,15呂一139ペ ー ジ。
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ることになる。このように会計的差異分析の資料は,原 価会議の開催 とい

う形を通して,は じめて原価統制上有効に利用されるのである。」47)

ここでは,原 価会議の開催を通 じて,差 異分析(費 目別差異分析 と部門別差

異分析〉の資料がはじめて有効に利用されると明言されている。原価会議は,

原価委員会,原 価管理委員会などとも呼ばれているが,原 価差異や管理情報を

含む原価報告書はかかる原価会議の議論を誘導 し,改 善措置を導 くところにそ

の本質的な機能があるように思われる。比喩的に言えば,管 理情報等を含んだ

原価報告書はまさに議論の口火を切る 「導火線」の役割を担 っているのである。

原価報告書が担っているこのような機能(役 割)は,ま さしく標準原価計算の

「議論誘発」機能と呼べるものであるが,そ れはまた管理会計の動機づけ機能

の1つ でもある。

本稿で強調したように,標 準原価計算の下で原価管理を行 う場合には,適 切

な管理情報の入手が不可欠であり,ま さにそれは標準原価計算の 「生命線」で

あった。FA化 による直接工の減少,直 接労務費の減少と間接費の増大,製 品.

ライ.フサイクルの短縮化,多 品種少量生産,グ ローバル競争の展開といった激

しい企業環境の変化に対 して,こ の標準原価計算の 「生命線」は大丈夫だった

のだろうか。この点に関しては,紙 面を改めて検討することにしたい。

4の 岡本清 「標準原価計 算」 日本生産性本部 中小企業原価計算委員会縦 「管理会計」 第1編 第3章,

日本生産性本部,1972年,163ペ ー ジ。


